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中央教育審議会運営規則 

 

 中央教育審議会令（平成十二年政令第二百八十号）第十一条の規定に基づき、中央教育

審議会運営規則を次のように定める。 

 

 （趣旨） 

第一条 中央教育審議会（以下「審議会」という。）の議事の手続その他審議会の運営に

関し必要な事項は、中央教育審議会令（以下「令」という。）に定めるもののほか、こ

の規則の定めるところによる。 

 

 （会議の招集） 

第二条 審議会の会議は、必要に応じ、会長が招集する。 

 

 （分科会） 

第三条 分科会の会議は、必要に応じ、分科会長が招集する。 

２ 令第五条第六項の規定に基づき、次の表の上欄に掲げる分科会の所掌事務のうち、そ

れぞれ同表の下欄に掲げる事項については、当該分科会の議決をもって審議会の議決と

する。ただし、審議会が必要と認めるときは、この限りでない。 

分 科 会 事  項 

生涯学習分科会 生涯学習の振興のための施策の推進体制等の整備に関する

法律（平成二年法律第七十一号）の規定に基づき審議会の

権限に属させられた事項、社会教育法（昭和二十四年法律

第二百七号）及び日本語教育の適正かつ確実な実施を図る

ための日本語教育機関の認定等に関する法律（令和五年法

律第四十一号）第十五条の規定に基づき審議会の権限に属

させられた事項 

初等中等教育分科会 一 理科教育振興法（昭和二十八年法律第百八十六号）第

九条第一項、産業教育振興法（昭和二十六年法律第二百

二十八号）及び教育職員免許法（昭和二十四年法律第百

四十七号）の規定に基づき審議会の権限に属させられた

事項 

二 理科教育振興法施行令（昭和二十九年政令第三百十一

号）第二条第二項及び産業教育振興法施行令（昭和二十

七年政令第四百五号）第二条第三項の規定により審議会

の権限に属させられた事項 

大学分科会 一 独立行政法人大学改革支援・学位授与機構法（平成十

五年法律第百十四号）第十六条の二第三項及び学校教育

法（昭和二十二年法律第二十六号）の規定に基づき審議

会の権限に属させられた事項 

二 学校教育法施行令（昭和二十八年政令第三百四十号）

第二十三条の二第三項の規定により審議会の権限に属さ

せられた事項 
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２ 

３ 前項の表の下欄に掲げるもののほか、同項の表の上欄に掲げる分科会の所掌事務のう 

ち、それぞれ審議会があらかじめ定める事項については、当該分科会の議決をもって審

議会の議決とする。 

４ 前二項に規定する事項について分科会が議決したときは、分科会長は、速やかに、会

長にその議決の内容を報告しなければならない。 

５ 前各項に定めるもののほか、分科会の議事の手続その他分科会の運営に関し必要な事

項は、分科会長が分科会に諮って定める。 

 

 （部会） 

第四条 部会の名称及び所掌事務は、会長（分科会に置かれる部会にあっては、分科会長。

以下この条において同じ。）が審議会（分科会に置かれる部会にあっては、分科会。以

下この条において同じ。）に諮って定める。 

２ 部会の会議は、必要に応じ、部会長が招集する。 

３ 令第六条第六項の規定に基づき、審議会があらかじめ定める事項については、部会の

議決をもって審議会の議決とする。 

４ 前項に規定する事項について部会が議決したときは、部会長は、速やかに、会長にそ

の議決の内容を報告しなければならない。 

５ 前各項に定めるもののほか、部会の議事の手続その他部会の運営に関し必要な事項は、

部会長が部会に諮って定める。 

 

 （会議の公開） 

第五条 審議会の会議は、公開して行う。ただし、特別の事情により審議会が必要と認め

るときは、この限りでない。 

２ 審議会の会議の公開の手続その他審議会の会議の公開に関し必要な事項は、別に会長

が審議会に諮って定める。 

 

 （審議参加の制限） 

第六条 第三条第二項の表の下欄に掲げる事項に関する事案について審議を行う場合、当

該事案に利害関係を有する委員、臨時委員及び専門委員は、当該審議には加わることが

できない。 

 

 （雑則） 

第七条 この規則に定めるもののほか、審議会の議事の手続その他審議会の運営に関し必

要な事項は、会長が審議会に諮って定める。 

 

   附 則 

 この規則は、審議会の決定の日（令和五年十一月二十四日）から施行する。 


